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はじめに

、 、 （ 、国立大学法人 大学共同利用機関法人 独立行政法人国立高等専門学校機構 以下

「国立大学等」という ）は、科学技術創造立国の着実な実現に向けた、独創的・先。

端的な学術研究の推進、創造性豊かな人材養成を行う等の使命を担っている。

その教育研究を支える重要な基盤である施設は、２１世紀にふさわしい社会資本と

して国立大学等がその使命を遂行するために必要となる、現代の教育研究ニーズを満

たす機能を備えることが重要である。

国立大学等の施設については、その多くが建築後四半世紀以上経過し、老朽化や機

能劣化が進行するとともに、大学改革の進展による大学院等の拡充や学術研究の進展

による研究設備の増加等に伴う狭隘化が生じ、１９９０年代以降、教育研究環境の悪

化が社会問題化した。

このような背景のもと、平成１３年３月に閣議決定された第２期科学技術基本計画

において 「国は、施設の老朽化・狭隘化の改善を最重要の課題と位置付け （中略）、 、

５年間に緊急に整備すべき施設を盛り込んだ施設整備計画を策定し、計画的に実施す

る 」こととされ、これを受けて文部科学省では「国立大学等施設緊急整備５か年計。

画 （以下 「現行５か年計画」という ）を策定し、当計画に基づき施設整備を実施」 、 。

してきた。

現行５か年計画の終了年度となる平成１７年度では、①優先目標であった大学院施

設の狭隘解消、卓越した研究拠点の整備、大学附属病院施設の整備については目標を

概ね達成し、教育研究に一定の効果が現れている。また、同時に指摘された②システ

ム改革に関しては、ほとんどの国立大学等が共同利用スペースの確保を始めとする施

設の有効活用に関する多様な取組に着手するとともに、国費による施設整備だけでな

く寄附受け入れや地方公共団体・企業との連携による整備など新たな整備手法による

整備への積極的な取組が見られるようになってきた。

しかしながら、①重点的整備対象の一つである老朽改善整備は５割程度の達成に留

まり、その後の経年及び機能劣化による老朽改善需要が加わること、②現行５か年計
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画策定後に発生した新たな教育研究ニーズへの対応が必要であること等が施設整備に

関する今後の大きな課題となっている。

特に、老朽施設については、機能の劣化や陳腐化による機能上の問題と合わせ、そ

のほとんどが旧耐震基準によるものであり、近年大地震が頻発していることなども踏

まえると、緊急な対応が必要である。

一方、第３期科学技術基本計画（平成18年3月28日閣議決定）においては 「科学、

技術活動の基盤となる施設・設備の整備・充実にあたっても、国の内外を問わず優秀

な人材を惹きつけ、世界一流の人材を育てることを目指す 」とされている。科学技。

術創造立国実現の観点から、上記施設の改善にあたっては、国立大学等施設に求めら

れるニーズを踏まえ、世界一流の優れた人材と研究成果を生み出すために、高度化し

た教育研究環境への再生を図る必要がある。

以上を踏まえ、平成１７年度は現行５か年計画の最終年度であることから、本協力

者会議では、現行５か年計画に基づく施設の整備状況を検証するとともに、国立大学

等施設を取り巻く状況、長期的な整備目標、そして平成１８年度からの次期５か年間

に緊急に対応が必要な整備課題について、各界の有識者のご意見を踏まえ検討し、こ

の度、報告することとした。
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第１章 国立大学等施設の整備状況

、 、 （ 、国立大学法人 大学共同利用機関法人 独立行政法人国立高等専門学校機構 以下

「国立大学等」という ）の今後の施設整備の在り方を検討するにあたり、平成１３。

年度から実施してきた国立大学等施設緊急整備５か年計画に基づく整備について検証

し、その結果を踏まえるとともに、施設の現状を把握しておく必要がある。

１．国立大学等施設緊急整備５か年計画の検証

文部科学省では、第２期科学技術基本計画の策定を受け、全体の整備需要（約

１，１００万㎡）のうち５年間で緊急に整備すべき施設（約６００万㎡）を盛り

「 」（ 、「 」 。）込んだ 国立大学等施設緊急整備５か年計画 以下 現行５か年計画 という

を平成１３年４月に策定し、重点的・計画的整備を実施してきた。

以下にその実施状況及び成果について示す。

（１）重点的整備

①「優先的目標」

現行５か年計画の重点的整備の優先的目標として、ⅰ 「大学院拡充等に伴）

う大学院施設の狭隘解消等（約１２０万㎡ 、ⅱ 「卓越した研究拠点等（約）」 ）

４０万㎡ 、ⅲ 「先端医療に対応した大学附属病院（約５０万㎡ 」の併せて）」 ） ）

約２１０万㎡の整備を掲げた。

（図１，２参照）（優先的目標の実施状況）

ⅰ 「大学院拡充等に伴う大学院施設の狭隘解消等 （図２参照）） 」

平成３年度から実施された大学院組織の拡充に伴い、著しく狭隘化の進

行した大学院について約７５万㎡の施設を整備し、整備が進められた大学

院においては、概ね平成３年度当時の水準まで狭隘状況を解消した（図３

参照 。併せて、施設の老朽・狭隘化を解消する新敷地への移転統合整備）

の推進について、約４６万㎡を整備した。
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図１ 『国立大学等施設緊急整備５か年計画』とその進捗状況．
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図２．重点的整備４分野の整備状況

注）学生等１人当たり面積について、理論上の
整備目標（必要面積）に対する状況の変化を
指数として示している。

なお、平成１７年度の指数の算定について
は、平成１２年度までの学生数を固定（５か
年計画は、平成１２年度までの大学院拡充に
対応しているため）して求めている。

図３．大学院の重点的な整備によ
り大幅に大学院生が増加した大学
における施設の改善状況
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ⅱ 「卓越した研究拠点等 （図２，４参照）） 」

第２期科学技術基本計画において重点分野とされた、研究に係る施設を

中心とした世界水準の研究を遂行するための施設として約２４万㎡を整備

するとともに、産学連携を推進する共同研究施設、起業化までの実用的実

験を行うインキュベーション施設など約１０万㎡を整備した。

ⅲ 「先端医療に対応した大学附属病院」）

施設の老朽化や機能劣化が進み、近年の医学の進歩に伴う医療の専門化

・高度化への対応が困難となっていることから、約５７万㎡について計画

的に整備を進めている。

（優先的目標の成果）

全般的に教育研究環境が充実したことにより、当初計画していた教育研究活

動が展開され、教育研究の内容、方法の向上や利用者の意欲等に関して、一定

の効果を上げている。

具体的には、ⅰ）大学院施設の整備においては 「先端技術を取得した人材、

の養成 「研究意欲の向上 「少人数教育の実施等きめの細かい指導が可能に」 」

なったこと」等が効果としてあげられている。ⅱ）卓越した研究拠点の整備で

は、スペースの問題が改善したほか、具体の成果として「新技術等の開発・製

品化・特許等の申請 「共同研究や連携などによる研究意欲の向上」等があげ」

られている（以上、図５参照 。ⅲ）大学附属病院の整備では 「救急手術の） 、

、 」比率が増加し 特定機能病院として高度先進医療が常時行われるようになった

「１病床当たりのスペースの拡大や、トイレ等の環境向上を図ったことによる

入院環境の改善」等があげられている。

（今後の課題）

優先的目標については、概ね目標達成の見込みとなっているが、平成１３年

度以降も大学院の拡充が進んでいることや新敷地への移転整備、病院再開発整

備など年次計画による施設整備への対応が今後の課題である。

5



共同研究施設、
インキュベーション施設等

（１０）

３７万㎡（計画）

３４万㎡

（８）（９）

（万㎡）

（２） （２）

２４万㎡（世界水準の研究を遂行するための施設）

（３） （１０）

環境

情報通信 ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰ・
材料ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ

第２期科学技術基本計画における重点４分野

その他．世界水準の研究を
遂行するための施設

共同研究施設、
インキュベーション施設等

（１０）

３７万㎡（計画）

３４万㎡

（８）（９）

（万㎡）

（２） （２）

２４万㎡（世界水準の研究を遂行するための施設）

（３） （１０）

環境

情報通信 ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰ・
材料ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ

第２期科学技術基本計画における重点４分野

その他．世界水準の研究を
遂行するための施設

共同研究施設、
インキュベーション施設等

（１０）

３７万㎡（計画）

３４万㎡

（８）（９）

（万㎡）

（２） （２）

２４万㎡（世界水準の研究を遂行するための施設）

（３） （１０）（１０）

３７万㎡（計画）

３４万㎡

（８）（９）

（万㎡）

（２） （２）

２４万㎡（世界水準の研究を遂行するための施設）

（３） （１０）

環境

情報通信 ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰ・
材料ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ

第２期科学技術基本計画における重点４分野

環境

情報通信 ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰ・
材料ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ

第２期科学技術基本計画における重点４分野

その他．世界水準の研究を
遂行するための施設

図４．卓越した研究拠点等の整備状況

図５．５か年計画により整備した施設がもたらした教育研究への効果

6



②「老朽化した施設の改善整備 （以下 「老朽改善整備」という ）」 、 。

現行５か年計画では重点整備目標として、昭和４５年以前の施設のうち、耐

震性能が著しく劣るものや、教育研究の活性度が高く、施設整備によりその一

層の充実が期待できるものを中心として「老朽化した施設の改善整備（約３９

０万㎡ 」を掲げた。）

（図１，２参照）（老朽改善整備の実施状況）

約１８４万㎡の老朽改善整備を行った。また、老朽改善整備を実施するに当

たり、効率的かつ効果的な整備とするため約２５万㎡の狭隘解消整備（新増築

整備）を行った。

（図５参照）（老朽改善整備の成果）

老朽改善整備においても、大学院施設や卓越した研究拠点同様 「優秀な人、

材輩出 「研究意欲の向上」等が効果としてあげられている。また、改修事業」

は面積の増えない事業にもかかわらず、半数以上の事業において「スペースの

問題が改善」が効果としてあげられており、整備に伴う使用面積配分の見直し

等、スペースの効率的利用が進んでいることがうかがえる。

（今後の課題）

老朽改善整備により一定の成果はあがっているものの、整備目標に対しては

５割程度の達成であり、計画策定時に対象外となった老朽施設（昭和４６年～

昭和５０年）やその後の経年等による老朽改善需要（昭和５１年～昭和５５年

までの約３００万㎡の新規需要）の増大が加わり、老朽改善整備は今後の大き

な課題となっている。

（２）システム改革

①「施設の有効活用」

現行５か年計画では、施設の有効活用を図る具体的実施方針として、大学改

革と一体となった施設の効率的・弾力的利用を目指したシステム改革を掲げ

た。
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図６．施設の点検・評価に関する取組状況

図７．施設に関する点検・評価の成果
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（施設の有効活用の実施状況）

平成１３年度以降、各国立大学等において全学的な視点に立った施設管理運

営システムの構築に向けて、積極的な取組がなされている。

（図６～８参照）（施設の有効活用の成果）

施設の有効活用に対する取組として、以下に示すように現行５か年計画策定

時と比べると、各取組が大幅に進められている。

・施設の有効活用に関する学内規定の整備 １１％（H12）→９４％（H17）

・施設の利用状況調査の実施（実施中含む） ７０％（H12）→1 0 0％（H17）

・使用面積の再配分の実施 ２２％（H12）→９１％（H17）

・共同利用スペースの確保 ２０％（H12）→９１％（H17）

・不用機器、文献資料等の廃棄、再配置等 １２％（H12）→９０％（H17）

また、現行５か年計画において、重点的整備と併せて行ったシステム改革の

一つとして掲げている「共同利用スペースの確保」の状況については、多くの

国立大学等で総合研究棟が整備されたことにより、整備面積の約３３％が共同

利用スペースとして確保されている。また、面積増を伴わない改修事業におい

ても、システム改革の取組として、約２５％のスペースを確保している。これ

らのスペースは、競争的資金等によるプロジェクト研究などに弾力的・流動的

に利用され、教育研究の進展に大きな効果がみられるとともに、狭隘解消にも

一定の効果が見られる。

さらに、面積基準については、従来、学部毎（組織毎 、団地毎に設定して）

いたが、国立大学法人化を契機に、大綱化・弾力化し、大学全体で設定するこ

ととした。これにより、各国立大学等において、大学全体での狭隘化の状況の

的確な把握や、全学的視点に立った戦略的・重点的整備が可能となり、学部、

団地等に偏在していた狭隘面積の解消が図られることとなった。

（今後の課題）

以上のように、ほとんどの国立大学等において、施設の有効活用に関する多

様な取組に着手しており、今後も国は、より一層の効果を発揮するために更な

る取組を支援する必要がある。
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図８．施設整備による共同利用スペースの確保状況

　（　全　体　）
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一時移行ｽﾍﾟｰｽ
に利用

3%

共通的に利用
24%

共通的に利用

プロジェクトで利用

一時移行ｽﾍﾟｰｽに利用

その他

35%

36%

21%

9%

64%

57%

79%

85% 5%

4%

1%

2%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

改善ー増築

改善ー改修

卓越

大学院

（事業種別毎の利用形態別の状況）

５か年計画により整備し、使用されている大学の校舎・研究施設３４３事業の調査結果による。（平成１７年６月文部科学省調べ）

整備面積に占める共同利用スペースの確保状況

共同利用スペースにおける利用形態別の状況

（　全　体　）

（事業種別毎の共同利用スペースの確保状況）

共同利用スペース３３％
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②「新たな整備手法」

従来から国費のほか長期借入金や土地処分収入により施設整備を実施してき

たが、さらに現行５か年計画において、多様な整備手法の導入を図ることを具

体的実施方針として掲げた。

（新たな整備手法の実施状況）

国立大学等は寄附等の自己収入の活用による整備をはじめとして、産業界・

地方公共団体との協力など新たな整備手法による整備に積極的に取り組んでい

る。

（図９参照）（新たな整備手法の成果）

その具体的な状況は、現行５か年計画期間中において、国のＰＦＩ事業の約

半数が国立大学等において実施されており、寄附についても第１期科学技術基

本計画期間中に比べて約４倍増となっている。また、地方財政再建促進特別措

置法施行令の改正を受け、地方公共団体との連携（地域産業の振興のための共

同研究の場が無償貸与になるなど）も進んでいる。

（今後の課題）

今後も国は、国立大学等へこのような取組を支援するための条件整備や情報

提供などを積極的に行う必要がある。

（３）その他 施設整備が研究活動に与えた影響、

科学技術政策研究所が実施した「基本計画の達成効果の評価のための調査 （H

17.3 」によると、高被引用度論文（平成１３年）の研究活動に影響を与えた研）

究環境において、好ましい影響を与えた研究環境の要素として 「政府の競争的、

研究資金の量（42％ 」に次いで「研究施設・設備の充実（28％ 」が挙げられて） ）

いる。

また、障害・制約となった研究環境の要素としては 「研究時間（37％ 」に次、 ）

いで「研究スペース（23％ 」との回答となっている。このことからも、施設が）

研究環境に与える影響が大きいことがわかる。
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これまでに２５件（約４２万㎡）の国立大学等施設整備
ＰＦＩ事業を実施
実施校
東京大学、京都大学、北海道大学、熊本大学、総合地球環境学研究所
政策研究大学院大学 等 １３大学１機関

１．ＰＦＩ事業による整備

４８件 ７２,０００㎡ （約２４０億円）
主たる内容 教育研究施設 １１件 ３４,１００㎡

講堂 ８件 １６,２００㎡
課外活動施設 ７件 ３,４００㎡
土地・工作物等 ５件

２．寄附による整備

４１１件 ４７,９００㎡
主たる内容 留学生宿舎等 １５７件 １０,３００㎡

サテライト １２４件 １４,１００㎡
研究スペース ８９件 ２１,６００㎡
土地・工作物等 １１件

３．借用等により学外に確保されたスペース

・北海道大学 サクシュコトニ川再生（屋外環境整備）
・山形大学 大学せせらぎ水路（屋外環境整備）

４．地方自治体との連携による整備

・信州大学
アサマ・リサーチエクステンションセンター（経済産業省、上田市）

・東京農工大学
次世代モバイル用表示材料共同センター （産業総合技術研究所）

５．他省庁との連携による施設

・岩手大学
金型技術研究センターのための施設の無償貸与（北上市）
・東京工業大学
寄付研究部門の施設の無償貸与（横須賀市）
・神戸大学
先端バイオテクノロジー教育・人材育成センター、インキュベーショ
ンセンター用地の無償貸与（神戸市）
・名古屋大学
先端技術連携リサーチセンターのための土地・建物の無償貸与
（名古屋市）

６．地財特法施行令の改正に伴う自治体からの寄附等（施設関連）

・九州工業大学
・東京芸術大学

７．廃校となった中学校の利用

政策研究大学院大学

北海道大学
サクシュコトニ川再生

神戸大学
先端ＢＴ教育・人材育成セン
ター、
インキュベーションセンター

東北大学
未来情報産業研究館

（調査対象 Ｈ１３.４～Ｈ１７.５：約４年）

これまでに２５件（約４２万㎡）の国立大学等施設整備
ＰＦＩ事業を実施
実施校
東京大学、京都大学、北海道大学、熊本大学、総合地球環境学研究所
政策研究大学院大学 等 １３大学１機関

１．ＰＦＩ事業による整備

４８件 ７２,０００㎡ （約２４０億円）
主たる内容 教育研究施設 １１件 ３４,１００㎡

講堂 ８件 １６,２００㎡
課外活動施設 ７件 ３,４００㎡
土地・工作物等 ５件

２．寄附による整備

４１１件 ４７,９００㎡
主たる内容 留学生宿舎等 １５７件 １０,３００㎡

サテライト １２４件 １４,１００㎡
研究スペース ８９件 ２１,６００㎡
土地・工作物等 １１件

３．借用等により学外に確保されたスペース

・北海道大学 サクシュコトニ川再生（屋外環境整備）
・山形大学 大学せせらぎ水路（屋外環境整備）

４．地方自治体との連携による整備

・信州大学
アサマ・リサーチエクステンションセンター（経済産業省、上田市）

・東京農工大学
次世代モバイル用表示材料共同センター （産業総合技術研究所）

５．他省庁との連携による施設

・岩手大学
金型技術研究センターのための施設の無償貸与（北上市）
・東京工業大学
寄付研究部門の施設の無償貸与（横須賀市）
・神戸大学
先端バイオテクノロジー教育・人材育成センター、インキュベーショ
ンセンター用地の無償貸与（神戸市）
・名古屋大学
先端技術連携リサーチセンターのための土地・建物の無償貸与
（名古屋市）

６．地財特法施行令の改正に伴う自治体からの寄附等（施設関連）

・九州工業大学
・東京芸術大学

７．廃校となった中学校の利用

政策研究大学院大学

北海道大学
サクシュコトニ川再生

神戸大学
先端ＢＴ教育・人材育成セン
ター、
インキュベーションセンター

東北大学
未来情報産業研究館

（調査対象 Ｈ１３.４～Ｈ１７.５：約４年）

図９．新たな整備手法の取り組み状況
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*1 旧耐震基準・・・現行の耐震設計基準以前の設計基準であり、現行の耐震設計基準は、昭和５３年の宮城沖

地震後の抜本的見直しを受けて、昭和５６年に大改正されたものである。

２．国立大学等施設の現状

前述の「１．国立大学等施設緊急整備５か年計画の検証」に示したとおり、国

立大学等施設は、現行５か年計画に基づく重点的整備とシステム改革の進展によ

り、教育研究の展開に一定の効果を与えてきており、その成果を踏まえた、国立

大学等施設の現状を以下に示す。

（１）施設の狭隘化の状況

施設の老朽・狭隘問題のうち狭隘化については、その整備需要が約５００万㎡

（平成１２年度末）から約３００万㎡（平成１７年度末）に低減され、現行５か

年計画の課題については対応が図られてきたが、平成１３年度以降新たに整備さ

れた大学院等の需要への対応が課題として残されている。さらに、競争的資金の

増額に伴う実験機器や研究者、支援者等の増大などプロジェクト的な研究に機動

的に対応するための施設整備や弾力的な施設運営が求められている。

（２）施設の老朽化の状況

老朽化の改善に係る現行５か年計画の達成状況は、目標の約半分にとどまって

おり、過去５年間の経年により新たな老朽化が進行し、平成１７年度末における

老朽施設の改善需要は約６００万㎡（平成１２年度末）から約７００万㎡（平成

１７年度末）に増大することが見込まれている（図１０ 。）

施設の老朽化は、施設を利用する教員・学生等の教育研究及び生活空間として

、 。の安全性の問題や教育研究活動への支障を有しており その改善は不可欠である

具体的には以下の問題が生じている。

①安全性の問題

ⅰ）老朽施設のほとんどは旧耐震基準 の設計であり、耐震性など構造上の
*1
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（平成１７年度末推計）
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   （約７００万㎡　全保有面積 約２，５００万㎡の約１／３）

旧耐震基準（～S56）

H12年度末における老朽施設

改修済

H17年度末において新たに加わる老朽施設(約300万㎡)

S56年以降

建築年

図１０．国立大学等施設の老朽状況

①安全性の問題

旧耐震基準により設計され

た校舎が、新潟県中越地震

により被災。

14



問題を有している施設が多いことから、教員や学生の安全確保、地域の

応急避難場所としての機能確保、これまで蓄積されてきた知的財産確保

の観点からも問題がある。

ⅱ）電気、給排水等エネルギー供給機能の劣化に伴う安全性の問題が懸念さ

れている。

②機能上の問題

ⅰ）電気や給排水など基盤的供給設備の容量不足、不備により、実験機器の

増設に対応できていない。

ⅱ）情報設備が不十分で高度化が求められる教育が実施できない。

） 、 、 、 、ⅲ 防音 防振 防磁 換気などの不備や配管の腐食による水質の問題から

実験研究の進捗に影響を及ぼすほか、実験の測定結果の精度に影響を及

ぼしている。

ⅳ）教育研究の高度化に伴い、研究室や実験室等の利用方法が整備当初から

大きく変化し、その空間構成が機能的・効率的となっていない。

③経営上の問題

ⅰ）設備の機能劣化に伴いエネルギー消費が著しく非効率な状況が生じてい

る。

ⅱ）魅力的な研究環境となっていないことから、世界一線級の研究者や優秀

な人材が世界に流出してしまう。

以上のように、施設の老朽化により、現有の機能と国立大学等の使命を十分

に遂行するために必要となる機能との間に、未だ大きな乖離があるといわざる

を得ない。そして、これらの施設の状況は、日常の維持管理や部分的な機能回

復による対応の域を超えており、抜本的な取組を行う必要がある。

また、施設の老朽化は、教育研究の進展による機能の陳腐化などにより確実

に進行することから、教育研究環境の悪化を避けるためにも緊急に対応する必

要がある。
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11.6% 88.4%

5.4% 94.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

OECD加盟国の高等教育における
総支出に占める資本的支出

(平成１３年)*2

国立大学等の予算
(平成１７年度)*1

資本的支出
（施設・設備等）

消費的支出

　 国内総生産（GDP）に対する我が国の高等教育への公費支出割合（0.4％）は、OECD各国平均（1.1％）の1/2以下。

【各国の資本的投資比率】　韓国21.2％、インドネシア18.0％、イタリア16.6％、米国9.2％、ドイツ9.7％、フランス10.2％

　 また、国立大学等の資本的投資比率は各国平均のさらに1/2以下で、特にアジア各国よりも低い割合。

大学の施設整備のベンチマーク

○資本的投資比率の比較

*2：Education at a Glance
　　 OECD INDICATIORS 2005

*1：国立大学法人等の全予算（平成17年度）　　2兆4,265億円
　　施設・設備等　　　　                                       1,311億円
     （本計数にはＮＴＴ無利子貸付償還に係る経費 1,238億円を除く）

図１１．国際比較

②機能上の問題

研究室の利用方法が整備当

初から大きく変化し、その

空間構成が機能的・効率的

となっていない。

②機能上の問題

電気や給排水など基盤的供

給設備の容量不足、不備に

より、実験機器の増設に対

応できていない。

③経営上の問題

設備の機能劣化が進んでお

り、非効率なエネルギー消

費等の問題が生じている。

国立大学等における主な基幹設備の老朽化の状況
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"Higher education in the learning society", National Committee of Inquiry into Higher*2 デアリング報告（通称 ・・・）

, 1997年7月23日Education

"public funding per student in higher education institutions has fallen by more than 40 per cent since 1976", Chapter 3*3

, デアリング報告Higher education today, paragraph 3.95
"with financial pressures, institutions have been forced to defer capital investment in equipment and buildings and*4

meintenance, with consequent damage to the infrastructure, and (that) recent sharp cuts in public support for capital investment
, デアリング報告will make the position worse." Chapter 3 Higher education today, paragraph 3.101

（３）施設整備費の状況

国立大学等施設が以上のような状況にある中、施設整備の財政状況は、国の予算

において公共投資関係経費に位置付けられていることもあり、極めて厳しい状況に

おかれている。少なくとも、毎年、保有施設の減価償却相当額分の資本の価値が減

少していくことを踏まえ、継続的な投資が必要である。

今後策定される平成１８年度以降の新たな整備計画を着実に推進するためには、

より効率的な施設整備を図ることはもとより、計画達成に必要な一定規模の施設整

備予算の確保が重要な課題である。

（４）諸外国の状況

我が国の国内総生産(GDP)に対する高等教育への公費支出割合(0.4%)は、OECD各国

平均(1.1%)の１／２以下である。また、国立大学等の平成１７年度予算における資

本的投資（施設設備等に対する投資）比率についても、各国平均の１／２以下であ

り、特にアジア各国よりも低い割合となっている。世界最高水準を目指す我が国の

投資規模としては、少なくともOECD諸国平均レベルの資本的投資は必要不可欠であ

る（図１１ 。）

また、英国では、１９９７年（平成９年 、デアリング報告 において 「高等教） 、
*2

*3
育機関における学生一人当たりの公的資金が１９７６年から４０％以上減少した」

そして「財政逼迫により、高等教育機関は施設や設備、維持管理への資本投資を先

延ばしすることを強いられ、結果として教育研究基盤に障害を生じた。そして最近

の資本投資に対する公的支援の急激な削減が状況をさらに悪化させる」 との指摘が
*4

なされている。さらにこの報告では、２０年後の高等教育の発展のために多額の追

加資金が必要な要素のひとつとして建物の改修と陳腐化した設備の更新をあげてお
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"In our analysis of how the system of higher education might develop over the next 20 years we have identified six main*5

（中略）elements which will give rise to a requirement for significant additional funding. These elements are:
refurbishment of the estate and replacement of obsolete equipment (partivularly in the light of developments in the･

communications and information technology field); "（以下略）

, デアリング報告Chapter 17 The funding requirement, paragraph 17.30

り 、この報告等を踏まえ、１９９９年（平成１１年）から大学の基盤整備の支援を
*5

目的とした基金が設立され、老朽施設の改善のための多大な投資を余儀なくされて

いる（図１２ 。）

☆英国

構成する部材が頻繁に補修しても

劣化し続け、耐用期限に近づいてい

る施設、および使用不可能、危険な

状態にある施設。

(Categories C & D)

☆日本

経年２５年以上の国立大学等施設。

（改修済み施設は除く）

（注）老朽施設の定義

（注１）ポンドの円換算においては、
当該年度の４月末ポンド－
円レートを用いている。

（注２）平成１３年度は数次の補正
予算があり、整備費が伸び
ている。
（当初予算は1,013億円）

（注３）平成15年度時点の保有面積
英国(全大学) 2,490㎡
日本(国立大学) 2,477㎡

(1)Estate management statistics -Annual report 2004, Higher Education Founding Concil for England(HEFCE), December 2004/45

(2)Estate management statistics project, Higher Education Founding Concil for England England(HEFCE), March 1999, Ref 99/18

(3)国立学校施設実態調査報告書（平成11年度～平成17年度）－文部科学省大臣官房文教施設企画部

※出 典

【英 国】 H11年から大学の研究基盤整備支援を目的とした基金を創設し、整備を推進。老朽施設は減少。

【日 本】 施設整備費（公共投資予算）の縮減等により、老朽施設は増加。

【英 国】 H11年から大学の研究基盤整備支援を目的とした基金を創設し、整備を推進。老朽施設は減少。

【日 本】 施設整備費（公共投資予算）の縮減等により、老朽施設は増加。
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の施設整備費減により、老朽施設が増加。

施設整備費を増額したこ
とにより老朽施設が減少

老朽施設面積の推移（万㎡）

（億円）

図１２．英国との比較
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